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研究活動状況

昭和 49年度

月 日 講 師 （敬称略） テ マ

49 /6. 13 
資源エネルギー庁長官 資源ェネルギー問題をめぐ

山 形 栄 治 る今後の問題点

通産省産業政策局長 産業政策の新しい諸問題に
9. 6 

小 松 勇五郎 ついて

農林省・農業総合研究所長
10. 14 食糧問題の現状と将来

渡 辺 兵 力

農林省・大臣官房・企画室長 今後の食糧政策と企業の役
11. 7 

森 実 孝 郎 割

日本エネルギー研究所長
11. 15 資源問題と今後の日本経済

向 坂 正 男

喜’ 
エネルギ一庁・公益事業部

11. 2 0 力発電課長 原子力発電の現状と将来
高 橋 宏

通総産務負口長・工業技術院
新しいエネルギーの開発と

11. 27 企業の役割
仲 矢 鍛 （サンシャイン計画）

カリフォルニア大学教授 エネルギー問題が食糧にお
12. 17 

フレデリック •W ・ロレ よぼす影響

50/3.20 
朝日新聞 社友

食糧危機と日本農莱(I)関係
団 野 信 夫

（注） !fa 1は国際経済・産業構造委員会と共催

.11'6. 2は産業構造委員会と共済

，11'6. 8は国際経済委員会と共催

役職は当時
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昭和 50年度

月 日 講 師 （敬称略）

50/ 7. 
資源エネルギー庁・公益事業部・

1 業務課長
篠 島 義 明

三菱石油 社長付
7. ， 

牛 島 俊 明

農林省・食品総合研究所・
7. 24 食品流通研究室長

田 村 兵 八郎

科学技術庁 原子力局長
9. ， 

生 田 豊 朗

資源エネルギー庁長官
10. 6 

増 田 実

丸善石油社長
11. 7 

宮 森 和 夫

東京大学教授
11. 21 

大 内 力

朝日新聞社論説委員
11. 26 

岸 田 純之助

（注） ．1&. 6は産業構造委員会と共催

役職は当時

テ マ

わが国及び諸外国における
エネルギー節約の実情と

問題点

わが国及び諸外固忙おける
ェネルギー開発(/)状況と

問題点

食生活革命

原子力発電の将来展望と

安全性

わが国におけるエネJレギ ー

政策の方向

エネルギーの安定確保と

石油業界

日本農業の現状と将来
一特忙食糧問題を

中心忙＿

わが国ェネルギー政策の

現状と問題点
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昭和 5I年度

成 月 日 講 師 （敬称略） テ マ

51/ 6. 22 
慶応大学教授 日本の資源問題

1 —安全保障の視点
深 海 博 明 と選択一—·

2 7. 22 
日本エネルギー経済研究所 ヨーロッパのエネルギ

研究理事 武 井 満 男 ー計画と原子力発電

農業総合研究所 ヨーロッパの農業 事情

3 9. 10 
貿易研究室長 唯是康彦 と食糧政策

4 
慶応大学教授 今後のアメリカの世界戦略

11. ， 
神 谷 不 一大統領選挙を終えて 一—

朝日新聞 調査研究室 ソ連外交政策の特性
5 11. 10 ー イデオロギーと国民性の

主任研究員 木村明生 視点から 一—

日本エネルギー経済研究所 長期エネルギー戦略の方向と課題

6 11. 24 理事長 向坂正男 WAES第 5回エネルギー国際会
日本AES機構 渡 辺
事務局長 久 議の目標と日本の対応

52/1. 21 
アラビア石油傍 我国のエネルギー問題

7 
会長 水 野 惣 平 あれこれ

資源エネルギー庁・参事官 総合エネJレギー政策
8 4. 12 

小 林 惇 検討について

（注） 第 4回 国際経済委員会と共催

第 5回 社会問題委員会と共催
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1.緒呂

3年前のオイルショックのとき、我々はエネルギー問題の重大

さと深刻さを身にしみて感じたのだった。しかしその後の世界的

景気後退によるエネルギー需給の一時的緩和により、エネルギー

問題の深刻さをともすると忘れかけているが、今年の冬にアメリ

力を襲った寒波は、改めてエネルギー問題の国民生活に与える 影

響の大きさを再認識させた。

資源エネルギー委員会は過去 3年間に亘 ってエネルギー問題を

中心に、いろいろの角度から勉強してきたが、我が国のエネルギ

ー問題は、オイルショック以降基本的には何も解決されておらず

むしろますます深刻化していることを認識した。

そして安定的な需給体制を確立するためには、もはや抽象的な

議論ではなく、具体的な総合エネルギー政策を強力に推進してい

かなくてはならない段階に来ているとの感を強く抱くに至った。

折しもアメリカのカーター政権は、本年 4月に強力な新エネル

ギー政策を発表した。その内容は既に新聞等で報道されている通

り、省エネルギーの推進、石油から代替エネルギーヘのシフト、

並びに、核エネルギー管理の強化を柱としており、国民に対して

エネルギー問題への厳しい対応を求める内容のものである 。

資源に恵まれたアメリカが、あえて国民の人気のある程度の低

下を覚悟して、厳しいエネルギー政策を打ち出しているところに
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世界的なエネルギー問題の深刻さがうかがえる。まして、資源の

ない我が国にとってエネルギー問題は、アメリカよりはるかに深

刻な問頗である。

政府も最近の情勢の変化に伴い、エネルギー需給計画の再検討

に着手したが政府は単なる需給のつじつま合せに終ることなく、

我々が直面している厳しい事態を国民の前に明らかにして、政府

・民間が一体となって、相当の覚悟を決めてエネルギー問題の解

決に当ることが必要である。

本委員会は、このような時期に 当って、過去 3年間のヒアリン

グを中心とした研究に基き、エネルギー対策の基本的方向と、対

策推進のための若干の方策について、我々の見解をまとめてみる

ことにした。

いささかでも皆様の御参考になれば幸甚である。

昭和52年 5月I8日

資源エネルギー委員会

委員長熊谷典文
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2. 我が国のエネルギー需給の現状と見通し

ー戦後、世界を満たした石油も 1970年を境として、ついに

年間消費量が新規発見量を上回る時代へと入って行き、今後 10

年ないし 15年後には増産の限界に達すると云われている。

エネルギー需要のア割以上を輸入石油に依存している我が国は、

今後必要なだけのエネルギーを確保してゆくことが出来るのだろ

うか。

(l) 石油豊富時代から石油不足時代への転換

戦後の日本経済の高度成長は、中東に於ける大油田の発見・

開発などによる豊富で低廉な石油エネルギ ーの供給に支えられ

ていたことは、衆知の通りである。

昭和 30年頃からはじまるエネルギー流体革命により、我が国

のエネルギーソースの主役は、急速に石炭から石油へ転換する

と共に、エネルギー消費量も過去 20年間に 6.6倍と云う急激

な増加をみた。また我が国のエネルギーの輸入依存度も 38 % 

から 89 %と高まり中でも輸入石油に対する依存度は、 73 % 

となっており、これは国際的にみても主要先進国中で、並みは

ずれて高い水準になっている。

（表ー 1) 我が国の総エネルギー需要の推移 （石油換算百万トン）

¥ 30年度 40年度 50年度 50~ 30年度

総エネルギー需要 56 1 6 6 367 6.6倍

内石油の比率 20% 5 8% 73% 
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（表ー 2) 主要国の一次エネルギー輸入依存度（飴）

I 9 6 0 I 9 7 0 I 9 7 4 

日 本 3 8 8 4 (7 3) 8 9 

ア メ リ 力 5 8 C I 5) I 5 

西 ド イ ツ I 0 4 8 (4 4) 52 

フ ラ ン ス 3 9 7 1 (6 7) 8 I 

イ ギ リ ス 2 4 4 7 (5 0) 5 1 

（注） （ ）は一次エネルギーに対する輸入石油の比率。

低廉・豊富な石油を積極的に輸入・活用することにより、我

が国経済は飛躍的に発展し、国民福祉の増進をみたが、その間

世界の石油需要は増加の一途をたどり、需給は次第に逼迫の様

相を呈し、 1970年を境として、ついに年間生産量か年間の新

規発見埋蔵量を上回る状態 即ち、確認埋蔵量を食いつぶ

して行く事態となった。

石油の開発・生産の主導権は今や OPECに完全に握られてお

り、今後余程画期的な新規発見が行われない限り、確認埋蔵量

の減少という傾向は続くと考えておかなければならない。
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（図ー 1) 自由世界の石油の生産量と新規発見量

億バーレル／年

400 

300 

200 

100 

新規発見量 (5年平均）

I 

中 東
／ 
／ 

／ 

生i屋／／ 

／ 
／ 
／ 

~-----150億バ— 口い 24億ke
／ （過去 5年の乎均 ）

中東以外

如。 1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000年

（資料） Exxon: World Energy Outlook (1975, 12) 

石油増産の限界は、 1980年代後半から 1990年代にも到来

が予想され、また産油国の資源保存・ 管理政策等の政治的要因

により、その時期は更に早まる可能性も否定出来ないように思

われる。このように、いわば石油の構造的不足の時代の到来が

予想される中で、我が国は中長期的に必要なエネルギーを確保

することが出来るのだろうか。
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く参考一 l> 世界の石油坪蔵駁

世界の石油の究極可採埋咸量は最近の専門家の推定によると、

2兆バーレルと云われている。このうち過去の累積生産量が、

3,400億バーレル、現在の確認埋蔵量が 6,600億バーレルであ

るので、今後残されている未発見贔は約 1兆バーレルとみなされ

る。この未発見量の内 3割が共産圏、 2割が中東にあり、残り

についてはかなりの部分が、深海や極地等、採鉱開発が困難な

地域にあるとされており、今後の新規発見・開発は過去の 30 

年の平均水準 I8 0億バーレル／年を維持するだけでも容易では

ないであろう。

世界の石油資源の賦存状況

計 100% 100% 1009.る
（単位：％）

西

北

アジア・
オセアニア

アフリカ

中

34900億 660暉〖バ ーレル
／ヽーレ’Iレ

1兆バーレル

累積生産鼠 確認埋蔵琵 未発見埋蔵絨

1兆バーレル

既発見量

2兆バー レル

究極可採埋蔵皇

（資料） Moody,BP統計、 Inte r n a t i on a I Petro I e um 

Encyclopedia等より作成
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(2) 我が国の中長期エネルギー需給見通し

一昨年に総合エネルギー対策閣僚会議において長期エネルギ

一需給計画が承認されたが、 s.6 0年度の供給内訳をみると原

子力 (4,900万KW)LN G (4, 2 0 0万トン）輸入一般炭 (1,460

万トン）等の石油代替エネルギーを最大限に動員し、且つ 9.4

％のエネルギー節約を行うことにより、極力石油輸入量を抑え

る計画であるが、それでも尚 4.8 5億キロリットルの石油を輸

入しなければならないことになっている。この量は、 s.5 0年

度の石油輸入量のI.7倍である。

これを先進諸国の計画と比べてみると、我が国の輸入石油に

対する依存度は依然として高く、むしろ欧州諸国に比べその格

差は拡大の方向にある。今後 I0年間のエネルギー需要の増加

分だけをとりだして、これをどのようなエネルギーソースでカ

バーしようとしているかをみたのが表ー 3である。
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（表ー3) 今後 I0年間のエネルギー増加分の供給内訳
（％） 

エネルギー源 日 本 アメ リカ 西ドイツ フランス OECD 

(63) 
石 油 57 3 2 30 （一） 6 45 

(I 3) 
LNG I 4 8 26 2 9 I I 

(9) 
石 炭 ， 2 9 5 ( •一 ） 4 I 5 

(I 2) 
原子力 I 7 29 37 75 2 5 

(3) 

その他 3 2 2 6 4 
(100) 

計 I O 0 IO 0 I O 0 I O 0 I O 0 

石油依存度 73→ 65 
（％） 73→(69) 4 6→ 42 52→ 45 62→ 42 5 I→ 49 

75/8エネ調 76/2 77/3 76/4 77/1 
発表時 期 ()NI RA NEO 二次改訂

77/1 

諸外国が原子力、石炭等の石油代替エネルギーに大きなウェ

イトをかけているのに比べ我が国は今後も依然として石油に大

きく依存する計画となっており、このようなことが消費国側で

の石油に対する依存度を極力切り下げる努力をしようという政

策の中で、我が国の特殊事情があるとは云え脱石油計画への我が

国の姿勢に対して消費国グルーフ゜から批判的な目を向けられて

いることも事実である。

政府計画のその後の実施状況をみると、 60年度に於ける原

子力、 LNG、石炭等石油代替エネルギーの規模はいずれも計

画を大幅に下廻ることは必至の情勢である。
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（表 ー4) 石油代替エネルギー開発の進捗状況

＼ 運転中・受入中 準備中・契約済 計
政府計画

(6 0年度）

原子力発電
740万ぼ 1,340万KW 2{.)80万暉

4,900万暉
(I 3基） C I 5基） C 28基）

L N G 610万トン／年 955万トン／年 1,565万トン／年 4,200万トン／年

このような代替エネルギー開発の遅れは、オイルショック後

の景気後退で一時的に石油需給が緩和したこと、立地・環境面

での制約等に帰因しており、我が国のみならず各国共思うよう

に進んでいないのが実状のようであるが、中長期的には石油の

構造的逼迫が予想され、特に石油依存度の高い我が国の場合、

原子力を中心とした代替エネルギーのウェイト低下一—ー輸入石

油依存度アッフ゜という現状の趨勢で推移することは我が国のエ

ネルギー供給の Vulnerabilityを増加させるだけでなく、石油

消費国の corrrrnni ty interest を害すると云う批判をも招きか

ねない。

以上を要するに、 I 0年乃至 I5年後に石油の構造的不足時

代の到来の可能性を控えているにも拘らず、我が国の石油代替

エネルギーの開発・導入は必ずしも順調に計画通り進んでいな

いのが現在の姿である。

もし代替エネルギーの供給規模が計画を大幅に下廻った場合

には、不足分を石油の輸入上積によって補うか、さもなければ

需要をその分だけ抑えるかの二者択ーしかない。

今、一試算によれば、昭和 60年度のエネルギー需要は、年

率 6％台の経済成長を前提としてほぼ 7億キロリットル程度で
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ある。一方石油代替エネルギーの開発テンポが現状程度で推移

した場合、 60年度のエネルギー供給 可能量は輸入石油 4億 キ

ロリットル、 原子力その他エネルギ ーの総計で石油換算 6億キ

ロリットル程度である。この 1億キロリットルの供給不足を仮

に石油愉入の上積で補う場合、世界の石油輸出に占め る日本の

シェアーを現状の I8％から 24％へ引きあげる必要がある。

石油が構造的に不足している時代の中で、日本の輸入シェア

ーを現状より更に拡大することが出来るだろうか。

多分その可能性は少く、むしろ我が国が必要とするエネルギ

ーの確保が出来ず、日本経済の成長をエネルギーネックにより

抑えられる危険性が強い。仮に 6億キロリットルの供給に抑え

られた場合、経済成長は政府計画の 6割程度の 4%くらいに抑

えられるであろう。このような事態は所得の減少、雇用の不安

定化等国民生活の安定性を脅威にさらすことになる。

エネルギー問題は、国民の選択の問題であるが、このような

不幸な事態を回避するために、我が国が今後直面しようとしてい

る上述のような事態の実状とその重大性を国民各層がしっかり

と認識すると共に長期的展望に立った国民的エネルギー政策の

確立と推進が強く望まれる。
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く参考ー 2>

石油の構造的不足状態と代替エネルギー開発の遅れを前提とした、

昭和 60年度エネルギー需給の一試算

昭和 50年度の我が国石油輸入量は、共産圏を除く世界の石油消

費量の I0.8%、輸入需要の I8％を占めている。

今後、発展途上国の経済建設の進展に伴う石油需要の増大、アメ

リカの石油輸入量の増加傾向などにより、現在の我が国のシェアー

を維持することには多大な困難を伴うと思われるが、今一つの試算

として昭和 60年度に於ても現状、ンエアーを確保出来るとした場合、

我が国の石油輸入可能量は3.8~4.3億籾程度と推定される。

これに中国を中心とする共産圏からの輸入の増加を織込んでも、

せいぜい 4億～ 4.5億籾が限度と思われる。

一方、石油代替エネルギーの開発は政府計画に比べて大幅に遅れ

ているが、仮に昭和 60年に原子力 27百万輝、 LNG 2 7百万ト

ン／年、輸入一般炭 I0百万トン ／年に止まった場合、我が国の一

次エネルギー供給可能量の合計は石油換算 6.0~6. 5億邸程度であ

る。

6 0年の所要エネルギーについては不確定要素が多いが、年 6痴

台の経済成長を前提として 6.8~7.6億靱と想定されている。従っ

て、 1 ~1. 5億Uの供給不足となり、深刻なエネルギー不足と価格

の騰貴が生じ、経済成長は抑えられて国民生活に重大な影響を与え

る危険性が強い。しかも現在の石油輸入シェアーを確保出来ない場

合には、更に軍大な事態となるであろう。

世界（除共産隠）の石油消費・輸出と日本の輸入可能量
（百万キロリットル）

¥ I 9 7 5 I 9 8 5 

世界の石油消費量 (A) 2,6 I 6 3,927 

世界の石油輸出量 (B) 1,583 2,082 

日本の石油輸入量（C) 2 8 5 口 口
I 

I 日本の
対柑界消費(C/A) I O 9伶 I 0.9 % 

シェアー 対出(C/B) I 8.0 % I 8.0 % 

I 9 8 5年世界石油消費量・輸出量は OECD:World Energy 

Outlook 及びエネルギー経済研究所見通し等より算出。

我が国のエネルギー供給量

I 9 7 5 I 9 8 5 
一次エネルギー源

カロリー換算 固有単位 カロリー換算 固有単位

(I O 13因） 輸入 （百万kヽ） 輸入 （百万kl)
石 油 2 6 1.1 285 3 7 1.8 4 0 0 

輸入 （百万t) 輸入 （百万 I)
L N G 8.9 5.0 3 9.6 27 

輸入一般炭り） 輸入一般炭
石 炭 6 0.3 1.5 8 5.6 10(11) 

原 子 力 8.7 7 4（百万ぼ） 3 7.8 27（白ーガ籾）

水力地熱他 2 I.I 2 9.6 

計 3 6 0.1 5 6 4.4 

石油換算
百万kヽ 百万kt

385 6 0 4 

＼ 
一次エネルギー合計 年平均伸ぴ率（劣）

（石油換算） 8 5 / 7 3 8 5 / 75 

（百万kヽ）
I 9 7 3 4 I 0 

I 9 7 5 3 8 5 

今回試算 6 0 4 □3--• 4. 6 1 

I 9 8 5 NIRA 6 8 3 4. 3 6. 9 

エネ調 760 5 3 7. 0 
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3. エネルギー対策の基本的方向

ーー一輸入石油1衣存度の特に高い我が国は省エネルギーの推進と

代替エネルギーの開発促進によるエネルギーの多様化に格段の努

力を払うことが、今後エネルギーの安定確保のために不可欠てあ

ると同時に、国際的責務てもある。

(1) 高エネルギー価格に耐える経済体質への転換

世界的な石油需給の逼迫と石油代替エネルギー開発の遅れか

ら、今後を中長期的に展望した場合エネルギーの実質価格の上

昇は避けられないのではないだろうか。我が国が欧米並みの福

祉国家を建設するためには今後共 5~7％程度の安定成長を維

持する必要があろうが、そのためには、我が国の経済の体質を

高エネルギー価格に耐える体質に転換して行く必要がある。エ

ネルギーの安定確保は購買力のみでは解決出来ないが、少なく

とも高価格になったエネルギーでも購入出来、国際競争力を維

持出来るような経済力と体質を今後涵養して行くことが大切で

ある。

(2) 省エネルギーの推進

我が国にとって省エネルギーの持つ意味の大きさをもう 一度

再認識する必要があるように思われる。

資源の豊富なアメリカでさえ、新エネルギー政策では省エネ

ルギーに対して非常に厳しい姿勢を打出しているが、資源に乏

しく、しかも高密度社会を形成している我が国は、この点余程
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考えなおさなければならない点が多い。

政府の 60年度エネルギー需給計画は、 9.4％の省エネルギ

ーを織込んでいるが、この時点の原子力の比率が 9.6%であり

省エネルギーは原子力にほば匹敵する規模の新しいエネルギー

源とも考えられる。このように考えた場合、供給の安定性・環

境保全について心配する必要もなく、何にも増して優秀な代替

エネルギー源だと評価出来よう。

省エネルギーの実行推進は甚本的には価格メカニズムを通じ

て行なわれるものである。その意味でエネルギー価格体系が適

正に維持されることが非常に重要である。

灯油価格が政府指導により低く抑えられているような状態は

価格メカニズムを歪め、省エネルギーの観点からも問題があり

早急に是正されなければならない。

省エネルギーは国民生活のあらゆる分野で推進されなければ

ならないが、先づ産業界に於ては消費効率化によるエネルギー

原単位の引下げ、諸々のエネルギーを荷体している材料歩留の

向上、更に生産構成・加工度の向上等の幅広い省エネルギーの

努力が行なわれているが、今後更に一層の推進を計ることが、

結局国際競争力の維持・向上にもつながってゆくことになる。

輸送部門では走行距離当りエネルギー原単位の引下げ、効率

のよい大量輸送機関のウェイトアッフ゜等が考えられよう。最も

省エネルギーの実施が遅れているのが民生部門である。特に今

後ウェイトが増加してくると思われる家庭用冷暖房については

アメリカの新エネルギー政策でも省エネルギーの主要領域とし

て効率向上のための施策を提示しているが、我が国に於ても国
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民生活全般を洗い直して有効利用・節約に努めなければならな

し‘o

省エネルギーの推進のためには、エネルギー効率化のための

技術開発が行われなければならない。また、省エネルギーの実

効が上るためには、何よりもまず国民の 1人 1人が、エネルギ

ー問題の困難性、厳しさを認識することが不可欠であり、政府

はもちろん、各政党・財界・有識者の格段の努力が必要である。

特に政府は総合エネルギー政策の中心的柱として省エネルギー

を位置づけ、目標と実施の方法を国民に明示 して一つの国民運

動として再展開してゆくことが必要であり、又国際的義務でも

ある。

(3) 石油代替エネルギー開発の促進

(A)原子力

原子力発電は短期的な燃料の供給中断に対しても安定性が

あり、価格的にも石油火力に対抗出来る等の利点があり、こ

れにかける期待は大きい。しかし、現状では発電所の建設は

大幅に遅れており、 60年度では政府計画 4,900万暉に対し

て、 2,500~2,700万KW程度の達成がやっとと云う状態であ

る。最大の問題は立地の確保である。

原子力開発をすすめるためには、それについて社会的合意

を得ることが先決問題であり、そのためには、原子炉・使用

済燃料の再処理、プルトニウム保管などについての安全性・

信頼性を確立することが必要である。

また、我が国の原子力発電の基盤整備のために、ウラン資
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源の確保から、再処理、廃棄物処理処分に至る核燃料サイク

ルを確立することが重要であり、この見地から米国を中心と

する国際的規制強化の動きに対しても我が国の平和主義を前

提にして関係国を粘り強く説得すると共に、有効な国際管理

機構の設置等により、我が国の原子力発電の開発推進に支障

をきたさないような努力をすることが必要であろう。

更に研究開発によって自主技術を持つことが安全性の確立

の上からも核燃料サイクルの国際的規制に対処する上からも

重要であり、このための電力会社の努力と同時に、国の積極

的支援が是非とも必要である。

(B) L N G 

エネルギーの多様化を計るために、今後とも LNGの問発

輸入拡大を図る必要があるが、現実には、ガス田の開発、液

化設備、専用船、国内の受入基地等に膨大な投資を必要とし

一方スケールメリットを要求されるため、需要の組織化が必

要であり、国内のパイプラインの敷設等現実の利用のために

はいろいろの問題がある。フ゜ロジェクトの進捗も計画より大

幅に遅れており、 60年度政府計画の 4,200万トンに対して

2,700~3,000万トン程度の達成が限度とみられている。

(C) 石炭（輸入一般炭）

石炭はエネルギー源としては、 1955年以降石油にとって

代られた、いわば過去の燃料とも云える。しかし資源的には

経済的可採量が 6千億トンと、その規模は石油の 10倍であ

-1 5-





り、今後 20 0年分が未利用のまま地下に残されているので

ある。

我が国をとりまく環太平洋圏は特に石炭賦存の豊富な地域

であり、アメリカ・カナダ・オーストラリア・中国等、この

地域で全埋蔵量の 50％を占めており、我が国はこれらの石

炭について地理的にも有利な位地を占めているといえよう。

現在我が菌は、鉄鋼用原料炭を年間 6千万トン程度輸入し

ているが、一般炭については、世界的にみてスポット的な取

引が行なわれているだけで、 一般炭の国際的マーケットは成

立していないのが現状である。しかし、 S.5 5年運転開始予定の

電発松島の石炭火力向けに世界各国から売込みが行なわれて

おり、その価格は公害対策施設を設置しても重油火力に対し

て必ずしも競争力がないとは云い切れないと云われている。

一方で石油供給の不安定性の増大があり、他方原子力発電の

大幅な遅れが避けられないとすれば、重油微粉炭コロイド燃

焼や低カロリーガス化による複合発電等の既に射程距離内に

ある利用技術の開発を強力に推進すると共に公害防止技術の

一層の開発促進を計ることにより、 石炭火力を中心とする石

炭（輸入炭）の再利用を真剣に考えてみる必要があるように

思われる。更に長期的にはガス化、液化等の利用技術の開発

を進めてゆけば、石炭は我が国のエネルギーの多様化に多い

に役立つことになろう。

輸入一般炭の開発のためには、国内に安定した需要を確保

し、資源国との長期協力体制をつくると同時に、国内の受入

港演施設の整備等の問題を解決していかなければならない。
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石炭の利用技術については、現在アメリカか最も進んでい

るが、アメリカの場合、既存の天然ガスパイプラインの利用

を前提とした高カロリーガス化が中心となっている。しかし

我が国が今後、利用技術を開発して行く場合には、コストの

安い低カロリーガス化や、化学原料或いはコークス原料と燃

料エネルギーの組合せを考える等、我が国の実情に合った技

術開発を進めて行く必要があろう。

(D) 水カ・地熱

国産エネルギーとしての水カ・地熱などは、量的には限られ

ているが、我が国のエネルギー安定供給構造の形成には重要であ

り、環境保全との調和を計りつつ開発を進める必要がある。

以上見て来た原子力 •LNG• 石炭•国内資源などの石油代

替エネルギーの利用拡大は、大きな政策的努力と社会的合意が

あってはじめて実現出来るものであることを明確に認識し、官

民一体となって実現に努力しなければ、我が国のエネルギー問

題を解決することは、とうてい困難であろう。

(4) 石油の安定的確保

エネルギーの消費節約と、石油代替エネルギーの利用拡大か

実現しても、尚我が国は将来とも石油の輸入を相当ふやさなけ

ればならない。

世界的に石油需給が逼迫し、供給政策がOPEC産柏国によっ

て決定的に左右されると云う不安定な状態の中で我が国はその
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8割を中東原油に依存しなければならない。この石油の安定的

確保は我が国エネルギー供給の安定化にとって極めて重要であ

る。

このためにまずなすべきことは、海外及び周辺大陸棚におけ

る自主原油の開発を積極的に進めることである。これは、米・

ソに次ぎ世界の原油生産の約 1割を消費している石油の大消費

国としての国際的責務でもある。また、産油国の社会開発、エ

業化に対して経済招カ・技術協力を推進することにより、産油

国との関係の緊密化を計ると共に、輸入地域の多角化、産油国

との直接取引を含む入手経路の多様化、に努めなければならな

し‘°

また、緊急対策用として、 54年度末を目標とする 90日備

蓄計画の達成は、国の安全保障の観点から重要である。

石油備蓄は、緊急時対策用としての機能だけでなく、経済変

動に伴う、石油需給ギャッフ゜、価格の急激な変動に対するバッ

ファーとしての機能を見落してはならない。このような機能を

随時機動的、有機的に発揮出来るような体制を考えるならば、

通常在庫水準 (45日分）を超える備蓄分については、政府の

公的管理の下におき運用することが望ましい。

また備蓄のためのコストを出来る限り引き下げるために備蓄

の場所・方法等に関する技術開発を行うことが必要である。

(5) 電力需給の安定

今後生活水準の向上に伴って総エネルギーに占める電力需要

のウェイトは向上するものと考えられる。
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また、原子力 •LNG· 石炭（ 一般炭）水カ・地熱等の各種石

油代替の 一次エネルギーも主としてそれを使って発電し、最終

的には電力と云う形で消貨されることになる訳で、その意味で

電力はエネルギー多様化によるエネルギー供給構造の安定化の

実現に重要な役割を担っている。

電力供給のための電源開発は、原子力のみならず火力発電所

も含めて、主として立地・環境の制約により、その進捗は誠に

心もとない状況である。現在の計画によれば電力予備率が 56 

年度には必要予備率の半分以下にまで低下する見込みであり、

更に計画通り発電所建設が進まない場合には、地域によっては

夏期には電力の供給カットと云う事態も予想されている。

電力供給者が電源開発の推進に格段の努力を傾注することは

もちろんであるが、立地確保のために地方自治体が、地域住民

との調整に積極的に当ることが要請される。

発電所の建設には長期間を要し、火力でも 4~6年、原子力

の場合 8~I 0年の期間かかかることを考えると、電力需給の

深刻な事態と対策の緊急性を強く国民一般に訴え一日も早く電

源開発に対する理解と支援を得るようにしなければならない。

一方需要面については、需要の平準化対策の推進が重要なテ

ーマである。電力の供給能力は、需要のヒ°ークに見合った形で

増強することになるが、今後家庭用冷房の普及等により夏場に

極端なヒ°ークが形成される傾向にある。平均需要に対してヒ°-

ク時の需要が大きくなればなる程、発電所の平均稼動率は低下

し、電カコストは上昇せざるを得ない。

ごく限られた一時的なヒ°ーク需要のために新たな発電所を建
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設しなければならないというような国民経済上のロスを極力避

けるためには、ヒ°ーク時の特別料金制等の電力料金体系を導入

し、価格メカニズムによる需要の平準化を計るべきであろう。

また、ヒ°ーク需要に関係のある夏期の行事の実施時期を再検

討するとか、産業界に於ては、夏期休暇制を電力需要分散の観

点から、今後検討してみるなどの余地があろう。
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4. 対策の具体的推進のために

(1) 事態の緊急性

原子力発電所の建設、 LNG、一般炭の開発輸入、産業構造

の高度化、エネルギーに関する技術開発ー一これらエネルギー

需給構造の変革には 5~I0年、或は更に長いリードタイムを

要する。電力需給の逼迫、石油供給の不安定性の増大等エネル

ギー供給の問題解決のために我々に残された時間は長くはない。

もはや議論の段階でなく、実行の段階であると云えよう。

(2) 国民的エネルギー政策の策定と推進

エネルギー問題の解決のためには、各種エネルギーソースの

位置づけを明確にし、政府・民間の役割を明らかにした、総合的

な政策の立案と強力な推進体制を確立して、国民的合意を形成

しながら着実に実施してゆかなければならない。

政府はエネルギー政策の見直しの検討に着手し、今夏に中間

的なとりまとめ、来夏には最終的な総合計画をまとめることに

なっているようであるが、この計画の作成に当っては、単に需

給のつじつま合せではなく、優先順位と時間的関連を明確にし

た現実的で説得力のある計画の立案に全力を尽して欲しい。

エネルギー問題は国民の選択の問頗である。

政府は計画の策定に当っては、代替エネルギーの開発が現状

のテンポのままでしか進まない場合の需給状況とその結果がも

たらす国民生活への影響を国民の前にありのまま示し、同時に

国民経済の安定的成長のためには今後、何をしなければならな
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いかを示すことによって国民の選択を待つことが必要であろう。

次に対策の推進のための強力な体制作りが実施上の重要な課

題である。エネルギー問題の重要性を考えれば、エネルギー省

の新設を考えるべきであるが、新省の設置には時間がかかり、

緊急を要するエネルギー問頗に間に合わない事態も考えられる。

従って、現実的方法としては、総理大臣自ら又は特命の国務大

臣がエネルギー問題に関する権限と責任を持つ強力な推進体を

作ることを考えるべきであろう。更に内閣にエネルギー国民会

議を設置して全国的国民運動として、対策の推進を計るべきで

ある。

また、具体的な推進策としては、上記推進体に於て或は現存

の総合エネルギー対策推進閣僚会議に於て問題となっているフ゜

ロジェクトをリストアッフ゜し、 各 プ ロジェクト lつ lつについ

て問題点を解決して行くくらいの強力な推進を計る必要がある。

特に立地問題について、その解決のために政府が積極的なイニ

シアティプをとることがエネルギー対策推進のために是非必要

である。

(3) エネルギー対策実行の役割分担の明確化

資源小国の我が国は今後共加工貿易で立国して行かざるを得

ないので、効率を殺した経済では生きて行くことか出来ない。

そして最も効率を生かすことの出来るメカニズムは市場機構で

ある。エネルギー問題も甚本的には市場機構を涌じて解決して

行くのが最も望ましい姿であろう。

しかし、一方では、増加エネルギー確保、代替エネルギーへ
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の転換のためには、巨大でしかもリスキーな、場合によっては

収益性の低い投資を進めて行く必要かあり、これは市場メカニ

ズムにまかせておいては進まないので、このような部門に対し

ては、政府による強力な助成が必要である。研究開発・インフ

ラストラクチャ ー整備等も同様であろう。

このようにエネルギー問題については、政府・民間の役割を

明確にすると共に、資金についても使途、特性に合わせた資金

調達の方法を構ずることが重要である。 今後エネルギー供給は

原子力発電・核サイクルの確立、石油、 LNG、石炭の開発、

ガス化・液化設備、 LNG船、ガスパイフ ラ゚イン、送電線等、

どれもが著しく資本集約的となる。通産省の試癬によれば今後

の増加エネルギーをまかなうために、 20 00年までに、研究開

発費を除いて I5 0兆円 (49年価格）くらい必要とされてい

る。これは GNPの約 2％程度に相当する。このような巨頷の

資金を識達するためには、エネルギー価格水準が適正に保たれ

ていることが何よりも必要なことである。

巨額な国家資金の投入による資金コストに加えて輸入石油を

主体とする輸入一次エネルギーの価格上昇は、結局国民のエネ

ルギーコストの負担の増加となるが、このようなエネルギーコ

ストの増加を国民経済の循環の中で円滑に吸収するためにも、

またエネルギー価格が適正に保たれていることが大切である。

(4) 国際協力の推進

我が国のエネルギ ー問題は、所詮、国際園調の枠の中でしか

解決の方途を見出すことが出来ない。
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先進消費国・産油国などと多角的国際協力を推進する必要性

は云うまでもないが、特に資源保有国に対する経済技術協力を

行うことは双方にとって利益となることであり、是非進めるこ

とが必要である 。

また、資源を持たないアジアの 1国として、あるときは非産

油国を代表し得るような関係を非産油発展途上国との間にきず

いておくことも必要であろう 。時によっては、政治体制の違い

を越えた協力をも促進する等の幅広い対策の推進が必要であろ

Q
 
つ^

(5) 国民的合意の確立

現在の社会体制の下では、国民と住民の合意がなければ、原

子力発電その他エネルギー施設の立地、エネルギー価格、省エ

ネルギーその池いかなるエネルギー問題も解決することは出来

ない。エネルギー問頗に関する国民的合意を形成するためには

まず、現状及び将来の見通しに関して共通の認識を持つことから

出発しなければならない。

エネルギー問題に対する国民の認識は、現在のところ卒直に

云ってきわめて不十分であり、政府・財界・学者は園民各層に

対して事態の認識を深めるための努力を精力的に行う必要があ

る。特にこれからの低成長の経済下に於ては、従来の高度成長

時代のように、各種要求を同時に満たしていけるようなアロー

ワンスは、もはやなくなるので、環境とエネルギー価格、立地と

電力供給等のトレードオフの関係を具体的な形で明瞭に国民に

示し、これらの中から厳しい選択をして行かなければならない
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現実を、よく PRすることか結局国民的合意の形成に役立つこ

とになろう。

エネルギーに関する長期政策の立案実施は現在の政治情勢か

らみて、単に政府行政レベルだけでは不十分で、国会・地方議

会に於ても十分論議され、超党派的に推進されなければならな

し‘°

また、原子力、石油需給、その他エネルギーの問題に関して、

内容的に高度であるが、判りやすく、且つ興味深い解説書が用

意され、こういう本がベストセラーになると云う状況が望まれ

る。更に省エネルギーを中心としたエネルギー教育を児童に行

うことなど基本的なことであろう。

迫り来る構造的エネルギー危機を克服して今後の我が国国民

経済の長期的安定と発展のために英知を結集した園民的エネル

ギー政策を立案し、政府が政策の実施推進の決意を表明し、更

に推進のための体制を確立し、議会・国民各層の支持により、

官民が一体となって問題に対処する日が 1日も早く来ることを

切望する。

以上
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く参考ー 3> 昭和 60年度エネルギー供給に関する各種見通し比較

（）の数伯は換f.l:{11'1: IO IS Kea I 

X 
6 

゜
年 度 予 測

4 8 年度 5 0 年度
総合エネルギー調査会答申 総合研究開発機構予測 日本エネルギー経済研究所予測

（実 績） （実 組）
(5 0年8月） (5 2年 1月） (5 I年 I2月）

経済成長率
6.4 ％ 3.0 ％ 6.6 ％ 6.2 ％ 5.2 ～ 6.4 ％ 

（昭和 50年度～60年度年率）

一次エネルギ一種別 実 数 構成比（％） 実 数 構成比（％） 実 数 構成比（％） 実 数 構成比（％） 火 数 構成比（％）

水カ一般水力 2, I 2 0万郎（ 18) 4.6 
2, I 71万紐 (2  1) 5.8 

2,830万邸 (26) 3.7 2,830万KW (26) 4.1 2, 7 0 0)jK¥v. (2  5) 4.2~38 
国 揚水 140万暉 315万烈 I, 4 I 0万烈
産. 
地 熱 3万邸 (0.0 6) 0.0 5万籾 (0.0 9) 0.0 210万郎 (36) 0.5 200万ぼ (3.6) 0.5 5 0 JjKW (0.9) 0.2~0 I 

供
準
国
石油・天然ガス 370万ke (3.5) 0.9 350万k£ (3.3) 0.9 ], 40 0万ki, (1 3.3) 1.8 540万kf, (5.1) 0.8 3 2 0 Jj ki (7.8) 1.3~1.2 産

工

ネ 石 炭 2, I 6 8万t (I 4.4) 3 8 I, 8 6 0万t， (I 2.3) 3.3 2,000万t (I 3.3) 1.9 2,200万t (I 5.8) 2.5 2,000ガt (13.3) 2.2~2.0 
Jレ

ギ 原 子 力 230万籾 (2.4) 0.6 662万籾 (6.2) 1.7 4,900万郎 (6  8) 9.6 3,000万ぼ (4  2) 6.6 2. 7 0 0 fjKW (3  8) 6.4~5.8 
I 

計 (39) I 0. 1 (4  4) I 2.0 (125) I 7.6 (93) I 4.5 (85) 1 4.3~I 2.9 

L N G 237万t (3.2) 0.8 506万t (6.7) 1.8 4,200万t (56) 7.9 3,000万t (40) 6.3 2,700万t (3  6) 6.0~55 
給 輸

7,800~ 
入 石 炭 5,800万t (45) I 1. 7 6,234万t (4  8) 13.1 I 0. 240万t (80) 1 1.2 9,400万t (70) I 1.0 8, 6 I 0万t(61----67) I 0.2~I 0.2 
工

ネ 〔内一般炭〕 〔〇〕 〔50万t〕 〔I,46 0万t〕 〔900万t〕
Jレ

4低4,000万k£ (4 14 
ギ 石 油 3億 I,800k£ (296) 7 7. 4 2億8,860万k£ (262) 7 3.1 4憶 8,500万は (449) 6 3.3 4億6,000万k£(436) 6 8.3 

~5億kf, ~470)
6 9.4~7 1.4 

I 

計 (3 44) 8 9. 9 (3 2 3) 88.0 (5 8 5) 82.4 (5 46) 85.5 512~573 8 5.7~871 

一次エネルギー 合計 (3 83) IO 0. 0 (3 6 7) IO 0.0 (71 0) IO 0. 0 (6 38) IO 0.0 (597~658) IO 0.0 

一次エネルギー石油換算 4. 1倍屁 3. 9億kt 7.6億は 6.8倍kf, 6.4~7.0億k£

省エネルギー前の需要
3 8 3 (I O I 3 K ca I) 3 6 7 (IO I 3 Kcal) 

784(J013Kcal) 〔8.3億k£ 〕
而委

省エネルギー率 》 9.4% 
要 〔石油換算 4.1億k¢ 〕 〔3.9億k¢ 〕

597~ ， g ～ 省エネルギー後の需要 7IO(J013Kcal) 〔7.6億k£ 〕 6 3 8 (I O l 3 K ca I) 〔6.8億kl〕 658 (I 0.13Kcal) 〔： 億ke〕

約 各欄の合計は四捨五入の関係で合計欄の数値に一致しないことがある。
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く参考ー 4>

世界の石油取引の見通し

（単位：百万バーレル／日）

1 9 7 4年 1 9 8 5年

実 績 標準ケース 政策促進ケース

日 本 の 輸 入 5. 2 8. 7 7. 6 

アメリカ II 5. 9 9. 7 4. 3 

0 EC Dヨーロッパ II 1 4. 2 l 4. 7 1 1. 0 

その他 OECD ／／ 1. 9 1. 5 

（ 0 E C D 合計） (2 5. 3) (3 5. 0) (2 4. 4) 
1---------- ------------------------------------ -----------

:li: ，，、 産 匿 の 輸 入 △ 0. 9 △ 0. 8 △ 0. 8 

非産油 LD C等 ／／ 4. 0 4. 2 4. 2 

非 OPEC産油国 ／／ △ 0. 9 △ 3. 8 △ 3. 8 

在 庫 積 増 し 1. 4 0. 5 0. 5 

（ 小 計 ） （ 3. 6) （ 0. 1) （ 0. l) 

・-------- ----- ー•一，ー，—,．

全 輸 入 争而 要 2 8. 9 3 5. 1 2 4. 5 

0 P E C 諸国の消費 I. 9 4. 2 4. 1 
←------------------- 9 , t------------- ・--------
0 P E C の必要生産 3 0. 8 3 9. 3 2 8. 6 

サウジの生産能力 1 1. 5 1 5. 0 I 5. 0 

イラン II 6. 5 7. 0 7. 0 

イラク II 3. 0 6. 0 6. 0 

その他 OPEC ／／ 1 7. 5 1 7. 0 1 7. 0 

(0 P E C生産能力） (3 8. 5) (4 5. 0) (4 5. 0) 

（出所 ） World Energy Outlook , OECD 1977 

釦 標準ケースは省エネルギー及び代替エネルギー開発を積極的に行わない場合であり、政策

促進ケースは各国がよ り積極的にエネルギー政策を推進する場合である。
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